高千穂町申請書作成支援システム導入業務に関する
公募型プロポーザル実施要領

1　目的
　本要領は、高千穂町(以下、「当町」という。)が申請書作成支援システムを導入するにあたり、当町に最も適した提案を行った事業所を選定するための公募型プロポーザル(以下「本プロポーザル」という。)について、必要な事項を定める。


[bookmark: _Hlk228438832]2　業務概要
　　(1)　業務名称
　　　　高千穂町申請書作成支援システム導入業務
(2)　業務内容
　　別紙「高千穂町申請書作成支援システム導入業務仕様書」のとおり
(3)　履行期間
　　契約締結の日から令和8年10月30日まで
(4)　見積上限額
　　5,801千円(消費税及び地方消費税を含む。)

3　応募要件・資格要件
(1)　応募要件
ア　グループ構成での応募も可とする。 
イ　グループ構成で応募する場合、構成員は日本国内の事業者に限る。
ウ　グループは、すべての構成員を明らかにし、その役割分担を明確にすること。
エ　１グループの構成員は、他のグループの構成員となることができない。
(2)　応募者の資格要件
応募者（全ての構成員）は、次に掲げる要件を全て満たしていること。
ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないこと。
イ　地方自治法施行令第167条の4第2項の規定に基づく高千穂町の入札参加制限を受けてい
　　ないこと。
ウ　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続き開始の申し立て又は民事再生
　　法（平成11年法律第225号）に基づく民事再生手続開始の申し立てがなされていないこ
　　と。
エ　役員その他経営に実質的に関与している者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する
　　法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団員でないこと。併せて、同条
　　第2号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有していると認められること等がな
　　いこと。
オ　国税、地方税を滞納していないこと。
カ　その他公平な競争の妨げになる行為、事実等がないこと。

4　実施スケジュール
	内　容
	期　間　等

	実施要領の公表
	令和８年６月１６日（火）

	質問の受付期限
	令和８年６月２５日（木）午後５時まで

	質問の回答
	令和８年６月２９日（月）までに回答

	参加表明書の提出
	令和８年７月２日　（木）午後５時まで

	企画提案書の提出
	令和８年７月１３日（月）午後５時まで

	プレゼンテーション
	令和８年７月１７日（金）

	評価結果通知・公表
	令和８年７月２４日（金）

	契約締結
	令和８年８月初旬（予定）



5　担当部署
高千穂町役場　総務課　行政係　（担当：田邉）
所在地　〒882-1192　宮崎県西臼杵郡高千穂町大字三田井13
電話　　0982-73-1200
メール　gyousei@town-takachiho.jp

6　質疑
　　(1)　受付期限
公募日から令和8年6月25日（木）午後5時まで必着。
(2)　質問方法
質問書（様式第７号）に必要事項を記載し、電子メールにて「５　担当部署」へ提出してください。
※電子メール以外での質問は受け付けません。
※表題を以下のとおりとしてください。
『高千穂町申請書作成支援システム導入業務プロポーザル質問（事業者名）』
(3)　回答　
受け付けた質問の回答は、令和8年6月29日（月）までの期間において、随時高千穂町ホームページ（以下「町ホームページ」という。）に掲載し公表します。
7　関連書類
プロポーザルに係る書類等は、町ホームページから入手するものとします。
配布書類一式
(1)　高千穂町申請書作成支援システム導入業務公募型プロポーザル実施要領
(2)　高千穂町申請書作成支援システム導入業務仕様書
(3)　各種様式
	各　種　様　式

	様式第１号
	参加表明書

	様式第２号
	会社概要書

	様式第３号
	委任状

	様式第４号
	業務実績調書（表の要件を満たせば自由様式も可）

	様式第５号
	業務実施体制表

	様式第６号
	配置予定技術者調書

	様式第７号
	質問書

	様式第８号
	企画提案書表紙

	様式第９号
	参加辞退届



8　参加申込み
(1)　参加表明書及び関係書類
ア　提出期限
令和8年7月2日（木）　午後5時まで（必着）
　　イ　提出場所
「5　担当部署」に提出
　　ウ　提出方法
持参(平日の午前9時から午後5時まで)または郵送(書留郵便に限る)
エ　提出書類（各１部）
　　　①　参加表明書（様式第１号）
　　　②　会社概要書（様式第２号）
　　　③　委任状（様式第３号）　※必要な場合提出。
　　　　（　ただし、高千穂町指名競争入札参加資格審査申請時に既に提出している場合は不要。）
　　　④　業務実績調書（様式第４号）
※様式第４号の内容を満たせば自由様式でも可能。
※過去10年度間に地方自治体において同様の業務の受託実績がある場合のみ提出。
※本町以外の受託実績については、契約書（表紙）の写しを添付。
　　　⑤　配置予定技術者調書（様式第６号）
　　　⑥　その他添付書類（コピー可）
· 「法人登記簿謄本」又は「法人登記事項証明書」（※３か月以内のもの）
· 国税及び地方税（都道府県・市区町村）に未納がないことの証明書
※上記④、⑤の根拠、裏付けとなる書類については、参加表明時に提出は求めないが、本プロポーザル及び委託業務履行の際に必要と認められる場合には、改めて提出を求めます。
(2)　その他
提出期間内に提出書類の提出がない場合は、本プロポーザル方式への参加は認められません。提出書類を基に参加資格の確認を行い、『参加資格確認結果通知書』を令和８年7月６日（月）に発送します。

9　企画提案書の提出
　　(1)　企画提案書及び関係書類
ア　提出期限　令和8年7月１3日（月）午後５時まで（必着）
イ　提出場所　「５．担当部署」に提出
ウ　提出方法　持参（平日の午前９時から午後５時まで）または郵送(書留郵便に限る)
エ　提出書類	：
【正本１部　/　副本7部】
①　企画提案書表紙（様式第８号）	
②　企画提案書（任意様式）
③　業務の工程表（任意様式）
④　業務実施体制表（様式第５号）
⑤　業務見積書（見積内訳書を含む・任意様式）
(2)　企画提案書の作成について
ア　企画提案書の表紙は、様式第8号を使用してください。
イ　企画提案書は任意様式とし、Ａ４用紙に印刷した上で、通しでページ番号を付し
　て作成してください。使用する文字は、10.5ポイント以上のフォントサイズとし
　てください
(3)　業務見積書について
見積書は任意様式とし、税込み金額を記入してください。また、その内訳について、見積金額内訳書を税込み価格にて作成し、提出してください。

10　プレゼンテーションの実施等
　　(1)　実施日　令和8年7月17日（金）
　　(2)　会　場　高千穂町役場
　　(3)　選考方法
本要領、仕様書等に基づき提出された各書類及びプレゼンテーションの内容について、『申請書作成支援システム導入業務に関するプロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」）』で審査を行う。
審査は非公開とし、評価採点に関する問い合わせや異議は一切受け付けない。
(4)　審査方法
審査は、企画提案書等書類審査及びプレゼンテーションの合計で評価する。
　　ア　プレゼンテーションの実施場所及び実施時間は、企画提案書受付期限に速やかに通知する。
　　　　なお、実施順番は参加表明受付順とする。
　　　　企画提案書の説明及び質疑応答は、本業務の担当技術者が行うこととする。
　　　　また、会場に入室できるのは最大４名までとする。
　　イ　提出された企画提案書を用いてプレゼンテーションを行うものとし、当日の差し替え追加
　　　　資料は認めないものとする。
　　ウ　プロジェクター及びスクリーンは町で用意するが、パソコン等の機器は持参すること。
　　オ　パワーポイント等によりスライド投影する図、表については、企画提案書で使用したもの
　　　　のみとする。
　　カ　企画提案書の説明は30分以内とし、その後質疑応答を10分行う。
　　キ　プレゼンテーションに参加できない者は、審査対象から除外する。
(5)　選定方法
別紙「評価基準書」により審査を行い、総配点の６割以上を獲得した企画提案者のうち最も評価点数の高い者を第一優先交渉者とする。
　　ア　選定にあたり、評価点数が同点の者が２者以上あるときの対応。
　　　①　見積価格が異なる場合、見積価格が低い者を上位とする。
　　　②　見積価格が同じ場合、提案内容の合計点数が高い者を上位とする。
　　イ　有効な企画提案者が１者のみのときは、総配点が６割以上であり、審査委員会が適正な提
　　　　案と判断する場合は、第一優先交渉者とする。
(6)　結果の公表
審査結果は、令和8年7月24日（金）　17時までに町ホームページで公表し、後日、文書を送付する。
※審査結果に対する質問、説明請求及び意見は受け付けない。

11　参加者辞退届の提出
　　参加表明書の提出後、企画提案への参加を辞退する者は、辞退届を次の方法で提出すること。
　　(1)　提出書類　参加辞退届（様式第９号）
　　(2)　提出期限　令和8年7月13日（月）午後５時まで必着。
　　(3)　提出方法　持参(平日の午前9時から午後５時まで)または郵送(書留郵便に限る。)
　　(4)　提出先　「５　担当部署」に提出

12　契約締結
契約内容及び契約金額は、第一優先交渉者とさらに業務実施方針や手続き等について協議・調整を行い、正式に決定したうえで契約（地方自治法施行令第167条の2第2項による随意契約）を締結する。なお、第一優先交渉者との交渉が不調に終わった場合は、次点とされた者と交渉する場合がある。

13　失格事項
参加事業者が次のいずれかに該当する場合は失格とする。
　　(1)　参加資格要件を満たさなくなった場合。
　　(2)　提出書類に不備があると所管課が判断した場合。
　　(3)　提出書類に虚偽の記載があった場合。
　　(4)　第三者の著作権等の権利を侵害する提案があった場合。
　　(5)　審査の公平性を害する行為及び提案にあたり著しく信義に反する行為が
　　　　あった場合。
　　(6)　その他、本要領に定める手続きを遵守しない場合。

14　その他留意事項
　　(1)　本プロポーザル方式に参加する費用は、全て提案者の負担とします。
　　(2)　提出された全ての書類は、提出後の修正又は変更を一切認めません。
　　(3)　提出された全ての書類は、一切返却しません。
　　(4)　提出書類の著作権は、作成した提案者に帰属します。ただし、契約候補者の選定を行う作
　　　　業に必要な範囲において、複製を作成することがあります。また、本町が本プロポーザル
　　　　方式の結果報告、公表等のために必要な場合は、提出書類の内容を無償で使用できるもの
　　　　とします。※本項は提出書類（提案書等）に関するものであり、成果品の権利帰属は仕様書
　　　　の定めによる。
　　(5)　本業務の管理者がやむを得ない事情により交代する場合は、本町と協議し、事前に承認を
　　　　得てください。
　　(6)　本プロポーザル方式に係る情報公開請求があった場合は、個人情報の保護に関する法律
　　　　（平成15年法律第57号）に基づき、提出書類の公開について判断します。
　　(7)　今回の募集については、契約日以降の事業の準備行為として実施するものであり、災害
　　　　等により事業を中止することもあります。その場合、本町は提案に要した経費についての
　　　　補償等は一切行いません。


（別紙）　評価基準
	評価項目
	評価内容
	最高配点

	
業務実績
	【業務実績調書】
過去10年以内(平成28年度以降)において、マイナンバー、運転免許証等の本人確認書類での認証方式を用いた申請書作成支援システム導入の実績がある。
	10

	体制
	【配置予定技術者調書】
豊富な経歴と専門性を有しているスタッフを十分に配備しているか。
	10

	

提案内容
【企画提案書】


	事業の課題を的確に捉え、効果的に解決する企画提案であるか。
	10

	
	【業務の工程表】
事業のスケジュールが適切に組まれているか。
	10

	
	システム構成を明確に示し、全体像および一連の流れが分かりやすい提案であるか。
	10

	
	操作支援により、職員が使いこなせる企画提案であるか。
	10

	
	システム導入時における本町の作業負担が少ないものとなっているか。
	10

	
	障害等が発生した場合の対応フローチャートが明確に示されているか。
	10

	
	利用事例から、職員の業務効率向上がイメージできる企画提案であるか。
	10

	見積額
	最低提案価格÷提案価格×10
（※小数点以下切捨）
	10

	合計最高点
	100
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